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２ 平成２８年度重点施策 ２０，７４３百万円

（再掲重複分を除いた計）

(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり １２，３３０百万円

本県の地域資源や産業集積を踏まえ、社会情勢の変化に的確に対応できる付加

価値の高い産業を創出するため、農林水産業や観光、医療分野など強みを持った

産業の育成を図ります。

また、県外から「外貨」を稼ぎ、地域で循環させ、経済の活性化と県民所得の

向上を図るため、地域の中核となる中小・中堅企業の成長を促進します。

(2) 世界ブランドのふるさとみやざきづくり ５，６７０百万円

世界ブランドの自然と伝統文化が息づく本県の中山間地域や農山漁村の生活を

世界でも貴重な地域価値と捉えて、地域の維持・活性化に生かし、将来に継承し

ていくため、地域資源の活用や域内産業の連携等による所得向上、中山間地域を

支える人財育成を積極的に展開します。

(3) ２つのふるさとづくり ４００百万円

都市部と本県との人口の対流づくりに取り組むため、県外出身者には本県を「新

たなふるさと」として、県外に住む本県出身者には「心のふるさと」として、「宮

崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンター」による相談対応や「日本のひなた」プロ

モーションの推進など、移住・ＵＩＪターン対策を進めます。

また、若者の県外流出を抑えるための県内就職・定着に向けた支援を行うとと

もに、都市との連携協定を生かした交流の促進に取り組みます。

(4) 子育ての希望を叶える県づくり ２，７０５百万円

希望に応じた出生数の実現と将来的な人口の維持・増加を図るため、若者世代

を中心に人口流出に歯止めをかけることで社会減少の抑制を図るとともに、結婚

・出産・子育て環境を充実させ、子どもを生み育てやすい環境づくりに取り組み

ます。

2 平成28年度重点施策
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(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり １２，３３０百万円

本県の地域資源や産業集積を踏まえ、社会情勢の変化に的確に対応できる付加価値

の高い産業を創出するため、農林水産業や観光、医療分野など強みを持った産業の育

成を図ります。

また、県外から「外貨」を稼ぎ、地域で循環させ、経済の活性化と県民所得の向上

を図るため、地域の中核となる中小・中堅企業の成長を促進します。

① 本県の新時代をけん引する産業づくり ５，６６４百万円

○新水素エネルギー等利活用構想策定基本調査事業 ５百万円

○新「世界とともに成長するみやざき」双方向交流拡大推進事業 ３７

○新みやざき「食による誘客」ビジネスモデル検討事業 ６

○新みやざき成長産業育成・雇用創出プロジェクト推進費 ７２６

○新みやざき乾しいたけプロモーション事業 ７

○新森林バイオマス地域供給体制づくり支援事業 ６０

○新県産材海外輸出トライアル推進事業 １１

○新「世界へ尖レ」みやざき産業人財育成事業 １２

○ＩＣＴ産業総合力強化事業 ５

○改東九州メディカルバレー医工連携ステップアップ事業 ２４

○宮崎成長産業人材育成事業 ２９７

○改企業誘致推進ネットワーク強化事業 ８

○新「稼ぐみやざき観光」宮崎版ＤＭＯ創造事業 ５１

○「みやざきＭＩＣＥ」推進事業 ５８

○東アジア等インバウンド推進事業 ２９

○オールみやざき県産品輸出拡大総合支援事業 １９

○新首都圏情報発信拠点基本構想策定事業 ７

○新世界市場を見据えたみやざき農水産物輸出拡大促進事業 ４８

○新世界に羽ばたけ「みやざきの花」グローバル化推進事業 ８

○新未来をひらく新果樹産地クリエィション事業 ９

○新「みやざき茶」チャレンジ産地支援事業 １４

○改畑作イノベーション！広がれ畑かん営農事業 ２４

○改ＪＡＰＡＮキャビア基盤確立支援事業 ８８

○改高品質カンパチ人工種苗供給体制確立事業 ８

○畜産競争力強化整備事業 ３，９５４

○新宮崎の畜産体制強化事業 １１０

○改宮崎型酪農競争力強化対策事業 １８

○改「宮崎ブランドポーク」マーケティング連携強化事業 ５

○新強い畜産経営体を育てる人財育成事業 １７

② 県内産業の生産性向上・高付加価値化 ４，７０３百万円

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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○新木材産業サプライチェーン強化事業 １３百万円

○改小規模事業経営支援事業費補助金（事業費分） ７１

○新小規模企業総合支援事業 ３５

○改中小企業融資制度貸付金 成長期待企業等支援貸付 ３３３

○新産学金労官プラットフォームによる地域産業・企業成長促進事 ６６

業

○地域中核的企業育成・強化事業 ５７

○改東九州自動車道を生かす～自動車産業等販路開拓・競争力強化 １３

事業

○改マーケット対応型産地競争力強化技術開発事業 １７

○新「みやざきブランド」共創マーケティング事業 １５

○新「みやざき農業女子」元気活躍促進事業 ５

○新宮崎の６次化産地育成事業 ２６

○農地中間管理機構支援事業 １，０９４

○新宮崎方式産地改革総合支援事業 ３７

○改みんなで実践みやざき食の安全・地産地消推進事業 １０

○新産地パワーアップ計画支援事業 ２，５４０

○新宮崎オリジナル水田フル活用支援事業 ２６

○新藻場・干潟等の保全による沿岸漁場の回復支援事業 ７

○新「海の天気図」でつくる新しい漁業創生事業 ７２

○改全共３連覇を目指す「チーム宮崎」体制確立事業 ５０

○建設産業経営基盤強化等支援事業 １９３

○新みやざきの建設産業担い手育成支援強化事業 ２２

③ 物流ネットワークの充実 １，９６３百万円

○宮崎県物流競争力強化事業 ３７百万円

○改宮崎県長距離フェリー航路利用活性化支援事業 ７

○南九州新時代青果物安定物流対策事業 ３

○改高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業 ６

○直轄高速自動車国道事業負担金 １，９１０

※ 各事業の予算額及び各項目の合計額は、十万円単位で四捨五入（ただし、百万円未満のも

のは切上げ）しているため、各事業の予算額の合計額と各項目の合計額とは一致しない場合

があります。（以下同じ。）

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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① 本県の新時代をけん引する産業づくり

○新水素エネルギー等利活用構想策定基本調査事業（総合政策課） ５百万円
中長期的な視点からエネルギーの地産地消を目指し、燃料電池や再生可能エネルギーを活用

した農山村の生活利便の維持・確保や工場の副生水素等の有効利用等、燃料電池自動車（ＦＣ

Ｖ）等の普及促進に向けた調査研究を行う。

(1) 燃料電池等を活用した地域づくりの方向性等に関する調査研究

① 農山村における燃料電池等を活用した生活利便の維持確保方策の検討

② 県内の水素賦存量（工場等の副生水素発生量、天然ガス湧出状況等）の把握

③ 水素・燃料電池技術を活用したソーラーフロンティア構想の今後の展開検討 等

(2) ＦＣＶ等の普及促進に向けた調査研究

県内におけるＦＣＶや水素ステーション等の導入に関する調査研究

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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○新「世界とともに成長するみやざき」双方向交流拡大推進事業
（総合交通課）３７百万円

本県のグローバル戦略の推進に欠かせない海外の国・地域との連携強化及びインバウンドと

アウトバウンドの双方向での交流（ツーウェイツーリズム）の拡大を図るために、宮崎空港と

直行便で結ばれている韓国・ソウル市、台湾、香港との双方向交流の拡大事業を実施する。

・ 実施主体 宮崎空港振興協議会、(公財)みやざき観光コンベンション協会（補助率 定額）

(1) ソウル市連携強化支援事業

ソウル市との観光交流事業協定を契機に韓国との更なる双方向交流の拡大を図るために、

官民連携による訪問団の派遣・受入事業及び韓国から本県へのインバウンド拡大、県民の韓

国への渡航を拡大させるための双方向交流拡大事業を実施する。

(2) 新たな連携構築に向けた双方向交流推進事業

台湾、香港との新たな連携構築に向けた、双方向での文化交流等による機運醸成事業及び

台湾、香港から本県へのインバウンド推進、県民の台湾、香港への渡航を推進させるための

双方向交流推進事業を実施する。

海外との双方向交流（ツーウェイツーリズム）拡大へ

協定を契機に、韓国との交流を加速！
○官民連携した双方向交流事業
○韓国からのインバウンド拡大事業
○県民の韓国への渡航拡大事業

ソウル
（韓国）

本県

観光交流事業協定締結！
○東京都、北海道に次いで全国３番目
（姉妹友好都市ではない自治体では全国初）
○両地域の友好交流を将来にわたって進展させる

ソウル市との協定締結を契機として、
他地域との新たな連携強化を目指す！

○両地域の交流促進のための機運醸成事業
○台湾、香港からのインバウンド推進事業
○県民の台湾、香港への渡航推進事業

台湾

香港
本県

宮崎空港国際定期路線ネットワーク
○アジアのハブ空港とつながる航空ネットワーク（ソウル・台北・香港）

海外都市との新たな連携強化・交流拡大のチャンス！！

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新みやざき「食による誘客」ビジネスモデル検討事業（フードビジネス推進課）
６百万円

フードビジネス振興構想を推進するため、みやざきの「食」の魅力を最大限に生かし、観光

と地産地消をリードする中心的な機能を持った誘客施設のビジネスモデルを検討する。

H26 H27

○県内の主要な観光地や道の駅など11の

施設の観光入込客数

（H27国土交通省九州地方整備局調査）

民間主導による「食」の魅力を生かした誘客施設ビジネスモデルの検討
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新みやざき成長産業育成・雇用創出プロジェクト推進費（フードビジネス推進課）
７２６百万円

厚生労働省の「戦略産業雇用創造プロジェクト」を活用し、本県の成長分野の企業を産学金

官が連携して支援するプラットフォームを形成するとともに、市場調査・分析に基づく商品開

発や販路開拓、人材育成などに取り組む企業を戦略的に支援・育成し、支援先企業の事業の拡

大等を通じた雇用の創出と成長産業の育成加速化を図る。

(1) みやざき成長産業育成プラットフォーム構築事業

成長産業育成のための体制を整備するとともに、分野別のアドバイザー等を設置する。

① 成長産業育成推進体制整備事業

② フードビジネス振興構想推進事業

③ 東九州メディカルバレー構想推進事業

④ 輸送機器関連産業拡大推進事業

⑤ 木材・バイオマス関連産業拡大推進事業

(2) みやざき成長産業雇用拡大・定着推進事業

成長分野企業における技術力向上や新販路・新分野開拓のための外部専門家の活用や市場

調査・分析、人材育成を支援し、商品開発や販路拡大による雇用増や正規雇用化を図る。

① 雇用拡大推進補助金（補助率 国 ８／１０）

② 在職者雇用安定化推進補助金（補助率 国 ８／１０）

(3) みやざき成長産業求職者支援委託費

若年求職者等を対象に知識・技能の習得支援やマッチングを行い、成長産業関連企業への

就職を支援する。

① マッチング支援・実践型就業体験事業
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新みやざき乾しいたけプロモーション事業（山村・木材振興課） ７百万円
食生活の変化等により消費低迷が続く乾しいたけについて、海外輸出を見据え、輸出時に有

利となる有機ＪＡＳの取得を支援するとともに、県外・海外でのＰＲのほか、乾しいたけを取

り扱う県内の料理店を県が認定し、県民や本県を訪れる観光客に乾しいたけに親しんでもらう

ことによって、消費量を増大させ、生産者の経営の安定と山村地域の活性化を目指す。

(1) 県産乾しいたけプロモーション事業

① 市場ニーズ調査やＰＲイベントの実施

② 有機ＪＡＳの取得を支援

・実施主体 生産者団体等（補助率 １／２）

(2) 乾しいたけ料理の店認定事業

認定料理店等が行うＰＲ等を支援

・実施主体 小売業者等（補助率 定額）

(3) 地域ブランド認証事業

成分や世界農業遺産認定地域における新ブランドの検討

乾しいたけ
（山村地域の主要な収入源）

・長期にわたる価格の低迷

・生産者の高齢化 ・食生活の変化による消費の

低迷

植菌（生産）量の減少

価格持ち直しの兆し＝生産意欲の向上

○ 市場ニーズ調査、県外・海外でのPR強化
有機ＪＡＳ取得の促進

○ 「県産乾しいたけ料理の店」の認定
○ 地域ブランド認証

○ 山村地域の活性化
（生産者の経営安定・所得向上、担い手の確保）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

地域の実情に応じ、
組み合わせて

実施

◇地域協議会運営
事業実施に伴う事務等

◇事業者認定体制構築
認定を行うための諸手続

◇供給先等情報収集
発電所との情報交換等

◇技術習得研修会開催
集材や積込み等の技術研修

◇低コスト造林型林地残材搬出実践
低コスト造林を考慮した搬出作業

◇条件不利地域輸送体制構築
使用機材、集荷経路等の工夫に
よるコスト削減の取組

○新森林バイオマス地域供給体制づくり支援事業（山村・木材振興課） ６０百万円
林内に放置されていた林地残材を木質バイオマスエネルギーとして活用し、山元の所得向上

ひいては林業及び地域の活性化を図るため、それぞれの地域が実情に応じて策定した合理的か

つ効率的・効果的な収集・運搬に係る取組を支援する。

(1) 提案型地域供給活動支援

地域の提案による実情に応じた供給活動に対する支援

・実施主体 地域協議会（補助率 定額）

※メニュー例

(2) 地域供給基盤整備支援

林地残材の搬出・輸送等に必要な機械等の基盤整備に対する支援

・実施主体 地域協議会（補助率 １／２）

林内作業車 マルチトレーラー



- 34 -

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新県産材海外輸出トライアル推進事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）１１百万円

材料と建築技術をパッケージにした「材工一体」で海外へ県産材を売り込むため、まずは、

韓国の工務店や設計者に向けた「販売促進ツール」に基づく「研修プログラム」を開発すると

ともに、木造軸組工法による住宅建築の施工手順などをまとめた「建築マニュアル」を整備し、

段階的に東アジア諸国に移行することによって、海外輸出を促進する。

(1) 販売促進ツールの作成・展開

(2) 研修プログラムの開発や建築マニュアルの製作

(3) 海外実地調査等

材工一体による建築 韓国の伝統的住宅「韓屋」

韓 国
【販促ツール展開】
・販促ツールを活用した普及・研修
・研修プログラム開発の検討
・建築マニュアルの基礎調査

台 湾
【販売促進ツール作成】
・販促ツール検討会
・建築実態調査
・工務店等との打合せ

中 国
・マーケット情報収集、基礎調査
・木材利用や法規制の実態調査

ベトナム
市場調査

H2８
H2７

韓 国
【販売促進ツール作成】
・販促ツール検討会
・建築実態調査
・工務店との打合せ

台 湾
市場調査等
建築基準法の入手・分析

中 国
市場調査
建築基準法の入手・分析

ベトナム
建築基準法の入手・分析等

台 湾
【販促ツール展開】
・販促ツールを活用した普及・研修
・研修プログラム開発の検討
・建築マニュアルの基礎調査

韓 国
【販促ツール見直し】
・研修プログラム開発
・建築マニュアル作成

中 国
【販売促進ツール作成】
・販促ツール検討会
・建築実態調査
・工務店等との打合せ

H2９

ベトナム
マーケット情報収集、基礎調査
木材利用や法規制の実態調査

ＣＡ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

ＰＤ ＣＡ

Ｄ

Ｐ

Ｐ

Ｃ

Ｄ

Ｐ

「県産材海外輸出トライアル推進事業」
チームみやざきスギ
海外展開促進事業

中 国

台 湾

ベトナム

H30

韓 国

ＰＤ

Ａ

Ｃ

Ｄ
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「世界ヘ尖レ」みやざき産業人財育成事業（商工政策課） １２百万円
新たな雇用を生み出す成長性の高いベンチャーを発掘・育成するとともに、明確な経営理念

や成長戦略を持って新事業へ果敢にチャレンジする若手経営者等を養成することにより、本県

経済の活性化を促進する（「みやざきビジネスアカデミー」（ＭＢＡ）事業の一環として実施）。

(1) みやざきスタートアップ支援事業

大手企業から出される“課題”に対しベンチャーが解決策を提案するオープンイノベーシ

ョン事業や、ベンチャーが投資家等の前でビジネスプランを発表するピッチイベント事業等

により、ベンチャーの販路開拓や資金調達等を図る。

(2) 「チャレンジする経営者等」育成事業

① みやざき若手経営者養成塾

県内中小企業の若手経営者や事業後継者等を対象に、「自社の成長戦略」の作成・発表

を行う連続講座を開催する。

・実施主体 (一社)宮崎県商工会議所連合会（補助率 １０／１０以内）

② 新事業展開応援塾

新事業・新分野進出等の新事業展開に取り組む経営者等を対象に、セミナー、ワークシ

ョップ形式の応援塾を開催し、新事業展開に関する知識・ノウハウの習得、戦略策定スキ

ルの向上を図るとともに、個別フォローによる支援を実施する。

○ＩＣＴ産業総合力強化事業（産業振興課） ５百万円
本県ＩＣＴ企業の経営力及び技術力の強化を図り、また、首都圏等への販路拡大を支援する

など、本県ＩＣＴ産業の基盤強化に向けた総合的な事業を実施するとともに、雇用の受け皿と

して期待されるコールセンターに関する正しい理解を深めながら、コールセンター人材の養成

を図る。

(1) ＩＣＴ企業経営力強化

ＩＣＴ企業の開発商品等の販売力強化のための研修を実施することで、ＩＣＴ企業の経営

力の強化を図る。

(2) ＩＣＴ企業技術力強化

高度化・多様化を続けるＩＣＴ技術に関する研修を実施することで、ＩＣＴ企業の技術力

の強化を図る。

(3) ＩＣＴ企業販路拡大強化

首都圏を中心とした県外ＩＣＴ企業との商談会を開催することで、本県ＩＣＴ企業の受注

機会や販路拡大の機会を創出する。

(4) コールセンタースキル修得事業

情報通信手段の多様化に伴い、業務の範囲が複雑かつ広範囲となってきたコールセンター

業務について、企業のニーズに対応できる人材養成研修を行う。

経営力強化セミナー
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改東九州メディカルバレー医工連携ステップアップ事業
（産業振興課 産業集積推進室） ２４百万円

「東九州メディカルバレー構想」に基づき、医工連携により医療関連機器の研究開発・販路

開拓に取り組む地場企業の支援、また、医療技術と機器のパッケージによる海外展開の取組を

推進し国内外へ向けた機器の普及促進を図ることで、構想の一層の推進による地域活性化と医

療分野におけるアジアへの貢献を目指す。

(1) 医療関連産業集積支援事業

メディカルバレー推進コーディネーターを配置し、医療機器産業研究会活動を通じた医療

機器産業への参入支援、企業間の連携支援による取引拡大を推進する。

(2) メディカルバレー医工連携推進事業

宮崎大学医学部の寄附講座を中心として、企業との医工連携による研究開発を促進すると

ともに、本県で開催される学会で開発機器の展示会を開催し、機器と本構想の取組を全国に

ＰＲする。

(3) メディカルバレー市場化戦略支援事業

医療機器承認に向けた薬事戦略相談への補助、展示会出展、県内大学と企業が連携して医

療技術と開発機器の海外への導入を進めるための取組を支援する。

・実施主体 医療機器関連企業（補助率 １／２以内）

アジア最大の医療機器展示会出展 医療技術と機器の海外展開

（タイ医療人材育成研修）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○宮崎成長産業人材育成事業（労働政策課） ２９７百万円
雇用の拡大など今後の成長が期待される一方で、人手不足が課題となっている産業分野にお

いて、地域の創意工夫による新たな人材育成の取組を通じて、安定的な人材の確保を目指す。

【事業内容】

４つの産業分野（ＩＣＴ、農林漁業、フードビジネス、福祉・介護）において、「ＵＩＪ

ターン人材」や「非正規雇用者」、「女性」、「中高年齢者」などスキルレベルの異なる多様な

求職者のニーズに対応する、「新たな職域の創出（仕事づくり）」と｢各求職者の個別の状況

に配慮した多様な訓練プログラム（人づくり）」を実施する。

① 協議会・分科会の設置運営

関係機関等の参加による協議会及び産業分野別の分科会を設置し、事業内容の協議・調

整と訓練プログラム開発、事業進捗を管理する。

② 仕事づくりの推進

新たな職域を創出するため、民間企業や大学と連携した職域モデルの検討や、短時間勤

務、在宅勤務など女性や中高年齢者等が働きやすい多様な職域づくりに向けた普及啓発を

実施する。

③ 人づくりの推進

県内企業等が求める人材像や必要とされるスキル等を踏まえ、各産業分野で多様な訓練

プログラムを開発し、求職者と地元企業のマッチング効果を向上させる。
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改企業誘致推進ネットワーク強化事業（企業立地課） ８百万円
本県の特性に応じ、戦略的に企業立地を推進するため、各業界に関する知識や人脈等が豊富

で、分野を超えて幅広く企業にアプローチできる法人等に企業誘致コーディネート業務を委託

し、関係機関や取引開拓アドバイザー等と連携をとりながら、企業誘致活動の強化を図る。

誘致対象

企業県企業誘致アドバイザー
（１４名）

企業や人脈等を生かした情報

県内既進出企業

フォローアップ活動による情報

企業立地相談関係機関
日本立地センター、ＪＥＴＲＯ等から

の情報

金融機関

融資や不動産取引からの情報

企業誘致コーディネート業務

（ 関東２社、中部・関西１社）

本県立地のための企業訪問や情報収集

県企業立地推進局

各県外事務所

連携

誘致活動

誘致活動

連携
新

規

立

地

県産業振興機構
（取引開拓アドバイザー等）

企業や人脈等を生かした情報

誘致対象

企業

受託事業者
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「稼ぐみやざき観光」宮崎版ＤＭＯ創造事業（観光推進課） ５１百万円
観光地経営の視点に立った戦略立案や成果検証等を担う「稼ぐみやざき観光」宮崎版ＤＭＯ

の構築を目指し、その基盤となるマーケティング機能、人財育成、商品造成機能の強化等に取

り組む。

(1) マーケティング機能の構築

県内の観光団体等のマーケティング機能が高められるよう、戦略立案や成果検証等に必要

なデータ収集・分析の手法等を調査し、その手法等が各団体において継続的に活用される仕

組みを構築する。

(2) 稼ぐみやざき観光人財の育成

「稼ぐみやざき観光」を支える人財を育成するための塾を開講し、企画・立案、事業実施

の支援を行う。

・実施主体 県内観光協会、観光関係事業者等（補助率 定額）

(3) 観光コンベンション協会を核にした戦略的商品造成機能の強化

① 市場ニーズを取り込んだ新たな旅行商品の造成等

② 着地型観光を活用した誘客

③ インターネットを活用した誘客

④ 食・物産等の魅力を活用した誘客

・実施主体 (公財)みやざき観光コンベンション協会等（補助率 定額）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○「みやざきＭＩＣＥ」推進事業（観光推進課） ５８百万円
厳しいＭＩＣＥの誘致競争を勝ち抜くため、農林業や環境産業分野等の本県の強みを生かし

た、宮崎ならではのＭＩＣＥの誘致・受入体制を構築し、国内外のＭＩＣＥ誘致を積極的に展

開することで、南九州におけるＭＩＣＥ拠点都市を目指す。

(1) ＭＩＣＥ推進体制整備事業

ＭＩＣＥ専門人財の配置、「みやざきＭＩＣＥアンバサダー」の任命等を通して、ＭＩＣ

Ｅ推進体制の強化を図る。

(2) オールみやざき受入体制強化事業

農林業分野等の本県の強みを生かしたメニュー開発やおもてなし向上を通して、受入体制

の強化を図る。

(3) ＭＩＣＥ誘致促進事業

ガイドブックの作成や官民連携した国内外商談会への参加等を通して、本県でのＭＩＣＥ

開催を促進する。

(4) ＭＩＣＥ開催支援事業

本県でＭＩＣＥを開催する主催者等に対し、開催経費の一部を助成する。

・実施主体 (公財)みやざき観光コンベンション協会（補助率 定額）

※ＭＩＣＥ

Meeting（企業等の会議）、Incentive Travel（企業等が行う報奨・研修旅行）、

Convention（国際機関、学会等が行う国際会議）、Exhibition/Event（展示会・イベント）

の頭文字のことであり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。

みやざきＭＩＣＥ推進協議会発足式 台湾でのＭＩＣＥ誘致商談会
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○東アジア等インバウンド推進事業（観光推進課） ２９百万円
国際定期便のある韓国、台湾、香港での認知度向上の強化等を行うとともに、増加傾向にあ

るクルーズ船の誘致促進を図る。

(1) インバウンド重点市場対策事業

① 韓国、台湾、香港等での観光客誘致に向けたセールス活動等の実施

② 韓国、台湾、香港等でのメディアを活用した観光プロモーションの実施

③ 中国でのゴルフプロモーション等の実施

(2) アセアン市場対策事業

タイやシンガポールを中心に九州観光推進機構等と連携した九州観光説明会等の実施

(3) 南九州クルーズ拠点推進事業

上海等でのクルーズ誘致に向けたセールス活動の実施

・実施主体 (公財)みやざき観光コンベンション協会（補助率 定額）

16万トン級クルーズ船の寄港 台湾での観光PRイベント

○オールみやざき県産品輸出拡大総合支援事業（オールみやざき営業課）
１９百万円

(独)日本貿易振興機構（ジェトロ）、市町村及び関係機関との共同により、ジェトロ宮崎貿

易情報センターを運営し、貿易に関する相談対応、セミナー開催及び情報発信等を行い、県内

企業の海外展開を促進するとともに、東アジアを中心とする海外市場の開拓に向けて、現地バ

イヤー等との取引機会の提供や県産品のＰＲ等を行うことにより、県産品の輸出拡大を図る。

(1) ジェトロ貿易情報センター運営事業

ジェトロが有する海外とのネットワークや個別支援のノウハウを効果的に生かした、より

実効性のある「オールみやざきによる輸出支援体制」を構築することを目的に、ジェトロ宮

崎貿易情報センターを運営する。

(2) 県産品販路開拓事業

① 見本市、商談会への出展

海外での販路開拓のため、東アジアを中心とする現地の見本市・商談会への出展を行う。

② 現地消費者へのＰＲプロモーション

海外における県産品の認知度向上のため、現地スーパー等において、県産品フェアを開

催する。



- 42 -
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○新首都圏情報発信拠点基本構想策定事業（オールみやざき営業課） ７百万円
宮崎の「食」の全国的な知名度の高まりや社会基盤の整備充実など更なる飛躍に向けた環境

が整う中、オリンピック・パラリンピック東京大会開催等による活力を宮崎に取り込むため、

首都圏における情報発信拠点の今後の展開方針や運営方法等のあり方について基本構想を策定

する。

(1) 基本構想の策定

首都圏における情報発信拠点の展開方針や具体的機能、運営方法等を整理した基本構想を

策定する。

(2) 市町村や民間団体等との協議・検討

庁内における検討会議のほか、市町村や民間団体等を主な構成メンバーとする整備（運営）

検討会議等を開催し、整備・運営のあり方や役割分担等について協議・検討を行う。
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○新世界市場を見据えたみやざき農水産物輸出拡大促進事業
（農政企画課 ブランド・流通対策室）４８百万円

本県農水産物の輸出をグローバルに展開するため、香港を核とした東アジアへの販路開拓は

もとより、国内外の商社や企業、九州各県などと連携したＥＵや北米市場などへの戦略的な取

組を通じて、産地力の向上を図る。

(1) 香港輸出拠点運営事業

香港における販路の開拓を目的に香港事務所を運営

(2) 東アジア輸出パートナー連携強化事業

国内外の商社等との連携による東アジアの有望市場の販路の開拓

(3) 品目別重点プロモーション展開事業

品目別に輸出商社等と連携した重点プロモーションの実施

(4) 産地における輸出拡大チャレンジ事業

出荷規格など輸出先国のニーズへの対応に向けた産地の取組や輸出に向けた生産拡大、販

路構築に取り組む産地等の支援

・実施主体 協議会、ＪＡ、農業法人、生産者グループ等（補助率 定額、１／２以内）

○東アジアに軸足をおきつつ、輸出のグローバル化を推進

○多様な連携による国・地域別、品目別プロモーションの展開

九州各県

みやざき『食と農』海外輸出促進協議会

海外取引企業 国内商社等

ＪＥＴＲＯ

連 携

東アジア

輸出に取組む産地等の育成

EU

・ グローバル化を見据えた販路構築に取り組む産地支援
・ 海外の残留農薬基準に対応した生産に取り組む産地支援

北米

県香港事務所
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新世界に羽ばたけ「みやざきの花」グローバル化推進事業（農産園芸課）８百万円
ＴＰＰの発効による関税の即時撤廃や２０２０年東京オリンピック・パラリンピックを本県

花き生産の好機と捉え、導入実証や体制整備による輸出先のニーズの高い品目や品種の生産拡

大、高品質化等に取り組み、花き生産者の所得向上を図る。

(1) グローバル化支援事業

① 輸出に適した栽培方法や新品目の検討、オリンピック需要に向けた夏期品目の導入実証

への支援

・実施主体 営農集団、ＪＡ、経済連等（補助率 １／２以内）

② グローバル化の牽引役となるリーダーの育成支援

・実施主体 県花き生産者連合会、ＪＡ花き協議会（補助率 １／２以内）

(2) グローバル化産地体制整備事業

グローバル化のための種苗供給体制の整備、品質向上・安定生産のための取組支援

・実施主体 営農集団、ＪＡ、経済連等（補助率 １／３以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新未来をひらく新果樹産地クリエィション事業（農産園芸課） ９百万円
みやざきブランド品目として期待されるライチ等新たな果樹の本格的な産地化へ向けた取組

や、スイーツ向けをはじめ、多様化が進む販売チャネルに対応した品目・品種の導入等を支援

し、力強い果樹産地の育成を目指す。

(1) 新ブランド産地クリエィション事業

ライチ等の新ブランド品目の産地化に向けた支援

・実施主体 営農集団、ＪＡ、経済連等（補助率 １／２以内、１／３以内）

(2) 販売チャネルクリエィション事業

様々な販売チャネルに対応した品目・品種の導入、生産体制の強化等への支援

・実施主体 営農集団、ＪＡ、果樹振興協議会等（補助率 １／２以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「みやざき茶」チャレンジ産地支援事業（農産園芸課） １４百万円
魅力ある「みやざき茶産地」の確立のため、これからも安定して需要が見込まれる高品質な

荒茶生産産地の育成・強化を図るとともに、有機栽培茶や抹茶、新香味茶など国内外の消費者

ニーズに対応可能な新たな産地化を目指す。

(1) 攻めのチャレンジ体制整備支援事業

海外輸出推進に向けた体制整備、国内マーケット拡大に向けた体制整備等

(2) 攻めのチャレンジ産地育成支援事業

多様なニーズに対応した産地づくり、新たな商品づくりを通した新事業の展開等

・実施主体 茶業協会、市町村、ＪＡ、営農団体等（補助率 １／２以内）

(3) 生産基盤体制整備事業

６次化に対応可能な機械の整備等

・実施主体 営農集団等（補助率 １／３以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改畑作イノベーション！広がれ畑かん営農事業
（農村計画課 畑かん営農推進室）２４百万円

畑地かんがいを利用した先進的取組を経営的に検証する畑かん営農推進の拠点を設置すると

ともに、作付状況や農地情報等を活用して担い手等への農地集積を図り、さらには、畑かん効

果のＰＲ等を行うことにより、「儲かるイメージ」を拡大する。また、市町村等が行う畑かん

営農を推進する取組を支援することにより、「稼ぐ力」を強化し、生産力の向上を図るととも

に、マーケットインの視点に立った大規模畑作の産地化を促進する。

(1) 「儲かるイメージ」拡大事業

① 畑かん営農推進拠点モデルほ場の設置

収量や品質の向上に加え輪作体系を組み入れた経営収支の検証、機械化等を含めた省力

化に係る先進的取組の検証

② 作付・農地情報等の収集・分析・発信

作付状況や農地情報等の調査・分析、分析結果を活用した農地集積や畑かん営農の促進

③ 畑かん効果ＰＲ力の強化

畑かん効果に係る資料の作成、畑かんマイスターによる活動の充実

(2) 「稼ぐ力」強化支援事業

市町村等が行う畑かん営農導入を推進する取組の支援、体験用資材の貸出し

・実施主体 市町村等（補助率 定額）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改ＪＡＰＡＮキャビア基盤確立支援事業（水産政策課） ８８百万円
宮崎キャビア事業協同組合によるキャビア製造能力や海外輸出も含めた販売力強化の取組を

支援するとともに、安定した優良種苗の供給体制の構築等により、本県キャビア産業の持続的

な成長産業化を促進する。

(1) 優良種苗安定供給事業

大型で良質な養殖種苗の生産供給に必要な施設整備や体制の構築

(2) キャビア製造体制確立事業

キャビア製造施設整備への支援

・実施主体 宮崎キャビア事業協同組合（補助率 １／３）

(3) 販売力強化支援事業

国内外向けの販路開拓、国内プロモーション活動への支援

・実施主体 宮崎キャビア事業協同組合（補助率 １／２）

(4) キャビア知名度定着加速化事業

知事によるトップセールス等の実施

MIYAZAKI CAVIAR 1983
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改高品質カンパチ人工種苗供給体制確立事業（漁村振興課） ８百万円
海面養殖業の主要な魚種であるカンパチの種苗は、中国からの輸入に依存しており、その供

給も不安定であることから、先進研究機関との連携により人工種苗の種苗性の改善を図るとと

もに、中間育成業を創出することによって、これまでより大型の良質で安価な人工種苗を県内

で安定して供給できる体制を整備する。

(1) カンパチ人工種苗の種苗性改善

先進研究機関と連携し、初期生残率の向上を図るなどの種苗性を改善する取組を支援

・実施主体 (一財)宮崎県水産振興協会（補助率 １／２以内）

(2) 中間育成業の創出

既存養殖業者を活用した種苗大型化への取組を支援

・実施主体 (一財)宮崎県水産振興協会（補助率 １／２以内）

(3) 種苗性の評価

種苗性を評価する取組を支援

・実施主体 (一財)宮崎県水産振興協会（補助率 １／２以内）

○畜産競争力強化整備事業（畜産振興課） ３，９５４百万円
畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体が行う畜舎等の施設整備や家畜

導入を支援することにより、生産性の向上や担い手の育成を促進し、地域の畜産の収益性向上

と生産基盤の強化を図る。

(1) 肉用牛施設整備 牛舎・堆肥舎の新築、補改修整備、家畜導入

(2) 酪農施設整備 牛舎・堆肥舎・飼料調整施設の新築

(3) 養豚施設整備 豚舎・堆肥舎等の新築、補改修整備

(4) 養鶏施設整備 鶏舎の新築

・実施主体 市町村、各地域クラスター協議会（補助率 １／２以内）

種苗生産（採卵から5cmまで）

◆（一財）宮崎県水産振興協会

★先進技術の導入

先進研究機関における実務研修や技術者

招聘による現場指導

★目指す効果

初期生残率の向上

⇒初期飼育段階（～5cm）での種苗性を改善

中間育成業の創出

◆中間育成業者

★既存養殖業者に海面での中間育成を委託

★海面小割生け簀での中間育成により、

大型種苗（15cm）の供給を可能に！

種苗性改善実証（15cm～500g）

◆養殖業者

★養殖業者に生産した人工種苗の飼育を

委託

★他県産人工種苗と県産人工種苗の比較

⇒種苗性改善を実証

★結果を翌年度事業にフィードバック

これまでの方法では10cmサイズの出荷が限界

5cm 15cm

① 生産性向上、生産コストの低減
② 地域内の畜産の中心的な経営体への再編・合理化
を通じて地域の畜産の収益性を向上し、生産基盤を強化

ＪＡ

畜産競争力強化整備事業
（国庫補助事業）

コントラクター

生産者 ＮＯＳＡＩ

飼料メーカー

行政 畜産コンサル

畜産クラスター協議会

乳業・食肉
センター

中心的な経営体の収益
性向上等に必要な施設
の整備を支援

畜舎（牛・豚・鶏）等
支援

畜産クラスター計画の策定

県が畜産クラ
スター計画を
認定

畜産クラスター計画に定められた
中心的な経営体の取組

法人経営 、 法人化を計画する個人
経営 、 個人経営（JA等貸付）

収益性向上のための取組、
役割分担等の明確化
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新宮崎の畜産体制強化事業（畜産振興課） １１０百万円
地域における家畜の増頭を促進するため、繁殖センター等の地域拠点施設の整備のほか、生

産性向上に資する新たな施設整備や新規就農者等が行う施設整備等を支援し、本県畜産の生産

基盤強化を図る。

(1) 地域畜産生産体制強化対策

地域の拠点となる繁殖センターや新規就農者等が行う施設整備への支援

・実施主体 市町村、農協等（補助率 １／６以内）

(2) 施設機能強化・向上対策

肉用牛繁殖基盤強化のための地域拠点施設等の機能向上及び糞尿処理施設の機能強化によ

る経営力向上への支援

・実施主体 市町村、農協等（補助率 １／３以内）

繁殖センターから
の妊娠牛供給

キャトルセンター
への子牛管理預託

拠点施設等の改修
糞尿処理施設
機能強化

地域の拠点となる肉用牛繁殖センターや
キャトルセンターなどの整備
新規就農者等が行う施設整備

地域の拠点となる肉用牛繁殖センター等の機能強化
のための補改修及び大規模経営体の施設改善による
規模拡大
糞尿処理施設の機能強化によるコスト削減を通じた
経営強化

地域畜産生産体制強化対策事業 施設機能強化・向上対策事業

経営力向上
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改宮崎型酪農競争力強化対策事業（畜産振興課） １８百万円
本県の乳用牛群の改良を推進するとともに、(一社)宮崎県酪農公社を柱とした生乳生産体系

を強化し、本県の強みを活かした生乳生産基盤の強化と生産性の向上を図り、国際化に対応で

きる高収益で競争力の高い酪農経営体を育成する。

(1) 第１５回全日本ホルスタイン共進会対策事業

平成３２年に本県で開催される全日本ホルスタイン共進会への出品対策

・実施主体 ＪＡ宮崎経済連（補助率 １／２以内）

(2) 宮崎型酪農強化支援事業

① 乳牛育成外部化推進

子牛育成を(一社)宮崎県酪農公社へ預託する酪農家に対し市町村を通じて支援

・実施主体 市町村（補助率 定額）

② 乳牛ベストパフォーマンス発揮対策

生産性向上のモデル的な取組を支援

・実施主体 ＪＡ宮崎経済連（補助率 １／３以内）

(3) 県産乳用後継牛確保推進事業

交配計画に基づく優良乳用牛の導入を支援

・実施主体 ＪＡ宮崎経済連（補助率 定額）

(4) 県産牛乳・乳製品消費拡大支援事業

食育活動や地産地消推進を支援

・実施主体 牛乳普及協会（補助率 １／３以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改「宮崎ブランドポーク」マーケティング連携強化事業（畜産振興課） ５百万円
安全･安心･高品質でバラエティに富む｢宮崎ブランドポーク｣の県内外への情報発信と、販路

開拓や消費拡大の取組を強化し、近年の飼料価格高騰等によるコスト増や、今後見込まれる安

価な輸入豚肉との競争にも打ち勝つ養豚経営の確立を目指す。

(1) 宮崎ブランドポーク生産体制整備

宮崎ブランドポークの生産・流通体制や新たな個別銘柄豚の作出等を支援

(2) 宮崎ブランドポーク販売促進活動

県内外に向けた産地情報の発信やキャンペーンの実施等を支援

・実施主体 宮崎ブランドポーク普及促進協議会、(一社)宮崎県配合飼料価格安定基金協会

（補助率 １／２以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新強い畜産経営体を育てる人財育成事業（畜産振興課） １７百万円
高度な畜産実践研修を実施するための研修拠点を整備し、次代を担う経営能力の優れた人財

を育成するとともに、技術・経営指導に携わる指導員の養成と生産性向上への取組を支援し、

本県の畜産農家の体質強化を図る。

(1) 畜産研修拠点整備事業（モデル的に西都・児湯地域で実施）

就農希望者の実践研修先におけるＩＣＴ技術導入を支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 １／２以内）

(2) 新規就農者支援事業

新規就農者への専門技術修得支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 定額）

(3) 指導人財育成事業

畜産技術・経営指導人財の育成研修を支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 １／２以内、定額）

(4) 生産性向上対策事業

肉用牛繁殖性及び養豚育成率向上対策を支援

・実施主体 農業共済組合等（補助率 定額）
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② 県内産業の生産性向上・高付加価値化

○新木材産業サプライチェーン強化事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）１３百万円

県産材の利用促進のため、県外住宅メーカーと県内企業が連携して行う「みやざきスギ」仕

様住宅の販売ＰＲ活動等を支援するとともに、次代を担う設計士や建築士等を対象とした木造

建築に関する講座を開催し、そのノウハウを継承させることによって、県産材の需要拡大を目

指す。

(1) 県外住宅サプライチェーン事業

需要先とのサプライチェーン強化のため、「みやざきスギ」仕様のモデルハウス整備等を

支援

・実施主体 県内の民間企業（補助率 １／２）

(2) 木材利用コーディネーター養成事業

次世代の設計士や建築士等に木造設計技術を継承するための講座を開催

モデルハウス等の設置 ノウハウ継承のための講座の開催

Ａ社 「みやざきスギ」の家

Ｂ社 「みやざきスギ」の家

Ｃ社 「みやざきスギ」の家

住宅用部材のサプライチェーン構築

○パートナー企業独自の取組
➤「みやざきスギ」の家の販売促進ＰＲ

○支援内容
➤「みやざきスギ」仕様のモデルハウスの整備やPR活動への
支援
➤各社の営業や技術者に対するみやざきスギ勉強会

➤木材利用のノウハウの見える化を行い、次世代の設計士
や建築士等にそのノウハウを継承するための講座を開催

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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○改小規模事業経営支援事業費補助金（事業費分）（商工政策課） ７１百万円
商工会等が小規模事業者を対象として実施する経営改善普及事業等（経営相談、経営指導等）

に対して補助を行うことにより、県内の小規模事業者の経営安定、経営レベルの向上を図り、

本県経済の活性化を促進する。

(1) 商工会等経営改善普及事業

商工会等の経営指導員や経営・情報支援員等が行う経営改善普及事業に必要な経費の補助

・実施主体 宮崎県商工会連合会、(一社)宮崎県商工会議所連合会、各商工会、各商工会議

所（補助率 １０／１０以内、１／２以内）

(2) 経営指導員等資質向上対策事業

商工会等職員の中小企業診断士資格の取得や県内外のレベルの高い経営支援機関への派遣、

その他研修参加に要する経費の補助

・実施主体 宮崎県商工会連合会、(一社)宮崎県商工会議所連合会、各商工会、各商工会議

所（補助率 １０／１０以内）

(3) 組織体制強化事業

商工会の合併等将来を見据えた組織のあり方についての検討に要する経費の補助

・実施主体 宮崎県商工会連合会（補助率 １０／１０以内）

○新小規模企業総合支援事業（商工政策課） ３５百万円
地域の経済や雇用を支える小規模企業の経営力を強化し、事業の持続的な発展を総合的に支

援するためのパッケージ事業を実施することにより、地域経済の活性化を促進する。

なお、口蹄疫による影響を考慮し、西都・児湯地域においては重点的に支援を行う。

(1) 小規模企業成長支援事業

商工団体が実施する小規模企業振興のための事業（地産地消の促進、中心市街地の賑わい

創出、地域資源を活用した新商品開発や販路開拓等）に要する経費の一部を補助する。

・実施主体 宮崎県商工会連合会、(一社)宮崎県商工会議所連合会

（補助率 １０／１０以内）

(2) アンテナショップ支援事業

宮崎県商工会連合会が設置したアンテナショップの運営に要する経費を補助する。

・実施主体 宮崎県商工会連合会（補助率 １／２以内）

(3) 地域活性化事業

商工会等が実施する小規模企業を対象とした経営力強化のための講習会、人材育成セミナ

ー、地域産業、観光の振興及びソーシャルビジネス関連事業等に要する経費の一部を補助す

る。

・実施主体 宮崎県商工会連合会、(一社)宮崎県商工会議所連合会、各商工会、各商工会議

所（補助率 ２／３以内）

(4) 商工会等支援基盤強化事業

商工会等の経営発達支援計画の策定支援及び若手経営指導員への指導を行うアドバイザリ

ースタッフの配置に要する経費を補助する。

・実施主体 宮崎県商工会連合会（補助率 １０／１０以内）

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改中小企業融資制度貸付金 成長期待企業等支援貸付
（商工政策課 経営金融支援室） ３３３百万円

融資枠：１，０００百万円
本県経済の将来の発展や地域活性化のためには、地域経済をけん引する企業の更なる育成が

求められており、今後の成長が期待される中小企業者の事業拡大に対する取組を金融面から支

援するため、金利や保証料率等を優遇した貸付を創設する。

地域経済を
けん引する企業の
育成加速化

「成長期待企業等支援貸付」の創設

低利
固定 融資
長期

今後の成長が期待
される中小企業者

事業拡大を
金融面から支援
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新産学金労官プラットフォームによる地域産業・企業成長促進事業
（商工政策課 経営金融支援室） ６６百万円

本県の労働生産性や賃金水準は依然として低い水準にあることから、県内産業の振興や県内

企業の成長促進を図ることで、地域経済を活性化させ、これを改善する必要がある。

このため、県内の産学金労官からなる企業成長促進プラットフォームを構築し、各機関が持

つ支援ノウハウや施策をより効率的に集中投入することにより、地域に根差した産業や地域経

済をけん引する企業の育成を図る。

(1) プラットフォームによる集中的な企業成長支援

地域外から外貨を稼ぎ地域経済をけん引することが期待される中核的企業や、独自の技術

力、ビジネスモデル等を持ち今後の成長が期待される成長期待企業の成長を促進するため、

(公財)宮崎県産業振興機構内にコーディネーター等を配置した事務局を設置する。

また、企業に対し、本事業の実施のほか、各機関が機動的に連携・協力したキャラバン隊

による訪問支援、金融機関の融資や各経営支援機関による経営サポート等各機関の役割に応

じた支援策を重層的に活用して集中支援する「みやざきモデル」により、企業の成長促進を

図る。

・実施主体 (公財)宮崎県産業振興機構（補助率 定額）

(2) 成長期待企業への支援

① 成長加速化戦略策定支援

高い専門的知識を有する経営コンサルタント等の外部専門家を活用した、企業成長に向

けた戦略策定を支援

・実施主体 (公財)宮崎県産業振興機構（補助率 定額）

② 企業成長ステージアップ支援

マーケットニーズに応じた試作・開発や市場化に要する経費を支援

・実施主体 成長期待企業（補助率 ２／３）

企業成長促進プラットフォーム
産業振興機構

支援活動の調整、経営・技術サポート

経営支援機関
経営・技術サポート

金融機関
財務・経営サポート

大学
産学連携企業等への支援

産業団体等
各専門分野でのサポート

県（関係各課、公設試）
支援施策の整備・技術サポート

引き上げ 引き上げ

中小企業・小規模事業者

成長期待企業

中核企業

中核的企業

プラットフォームによる企業支援

経営支援機関
連携

経営・技術サポート 財務・経営サポート

底上げ 底上げ

（商工会議所、商工会、中央会、産業振興機構 等）
金融機関
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○地域中核的企業育成・強化事業（産業振興課） ５７百万円
経済循環の活性化を図るためには、域内からの調達や県内企業との連携等により、域外から

外貨を稼ぎ、循環させる、地域経済の「けん引力」を持った中核的な企業の育成を図ることが

喫緊の課題となっている。

このため、地域の経済循環に寄与することが期待できる中核的な企業等がパワーアップする

ために必要な支援を産学官金が連携して総合的かつ重点的に行うことで、活力ある地域経済の

けん引役として育成する。

(1) リーディングプロジェクトチャレンジ支援事業

産学官グループが共同して行う研究開発に要する経費を支援する。

(2) 「地域循環型ものづくり力アップ」チャレンジ支援事業

新商品や試作品等の開発に要する経費を支援する。

(3) 外貨獲得型マーケットチャレンジ支援事業

求評会やマッチング会等の開催などマーケティングに要する経費を支援する。

(4) 中核的企業ジャンプアップ新技術導入チャレンジ支援事業

設備投資時の利子相当分の経費を支援する。

(5) 特別支援チームによる助言・指導等

・実施主体 (公財)宮崎県産業振興機構（補助率 定額）

県産大麦を原料にＳＰＧ 航空機の主要部品

膜でろ過した地ビール
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改東九州自動車道を生かす～自動車産業等販路開拓・競争力強化事業
（産業振興課） １３百万円

東九州自動車道宮崎・北九州間の整備に伴い、自動車関連産業をはじめ本県のものづくり企

業の北部九州や中国地域における取引拡大を図るため、販路開拓等を支援するとともに、自動

車道沿線の自治体との連携などにより、本県のものづくり産業の更なる振興を図る。

(1) 東九州自動車道を生かす～北部九州・中国地域での販路開拓支援事業

物流環境の改善や経済圏の拡大効果を生かして、北部九州や中国地域に集積する自動車産

業生産設備関連分野への販路開拓を支援するため、マッチング支援や商談会等を実施する。

・実施主体 (公財)宮崎県産業振興機構（補助率 定額）

(2) 東九州連携による自動車産業販路開拓支援事業

福岡県や大分県などと連携して、自動車メーカーや一次サプライヤーに対し新技術・新工

法等を提案する展示商談会を開催するなど、県内自動車産業関連企業の販路開拓を支援する。

(3) 自動車産業競争力強化支援事業

アドバイザーによる製造現場での指導・助言を実施し、県内自動車産業関連企業の生産技

術・現場改善など「造り込みの分野」の強化を支援する。

(4) 北部九州フロンティアオフィス運営事業

福岡県豊前市に設置した本県自動車産業関連企業の拠点である「北部九州フロンティアオ

フィス」の円滑な運営を行うとともに、自動車メーカー社員の指導・助言により入居企業等

の営業力の強化を図り、県内自動車関連企業の販路開拓を支援する。

北部九州フロンティアオフィス 県内産アームレスト部品



- 60 -

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改マーケット対応型産地競争力強化技術開発事業（農政企画課） １７百万円
農水産業を取り巻く環境の変化の中でも、「儲かる農水産業」を実現するためには、イノベ

ーションの促進による生産性の向上及び高品質化を図り、マーケットの視点に立った産地形成

の推進が重要となることから、産地力強化に直結する政策上重要な課題に研究資源を集中する

とともに、技術開発段階から産地やマーケットの要望を取り入れ、低コスト化・高品質化に向

けた革新的な技術開発を目指す。

○ マーケットイン技術開発事業

低コスト化や高品質化などＴＰＰに打ち勝つ技術開発について、技術を利用する産地・企

業と連携した共同研究を実施

大学・
企業等

技術の
利用者

【研究課題のイメージ】
○画像認識技術による分娩の予測技術等のＩＣＴ技術の開発による生産性の向上
○収穫や防除の無人化による、有機栽培茶の栽培技術確立による生産の安定化、高品質化

県試験場（農試、水試、畜試）
○研究員が、技術の利用者に対し、自らの技術シーズを売り込み

【産地】ICT技術、耐病虫性品種、大規模機械化技術 など

【流通業者】鮮度保持 【加工業者】加工用品種 【中・外食】定量定質供給

産学官連携

農水産試験研究
技術調整会議

各試験場から提出された
研究計画について、ＴＰＰ
対応の視点を加えて、事
業に優先順位付けする
仕組みを追加

マーケットインの視点を加え、産地、試験場と技術開発で連携

予め技術の出口（利用者・時期・技術到達水準等）を明確化

○利用者と技術の出口について検討することにより、開発目標が
一層明確化

○技術の利用者の意見を踏まえた技術開発により、技術の実用性
・普及性が向上



- 61 -

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「みやざきブランド」共創マーケティング事業
（農政企画課 ブランド・流通対策室）１５百万円

従来の売り込み型の販促・ＰＲから、お客様（消費者、取引先）や県民・県内企業と共に本

県農産物の価値を高め、魅力を広げる「共創プロモーション」へとシフトすることで、国際化

する農業情勢への的確な対応と宮崎ブランドの販売力の強化を通じて、産地・地域の活性化を

図る。

(1) 実需者共創プロモーション

量販店プロモーション、異業種プロモーション等

・実施主体 みやざきブランド推進本部、各種協議会（補助率 １／２以内）

(2) 消費者共創プロモーション

みやざきブランド消費者モニターの設置、消費者との交流等

(3) 県民共創プロモーション

県民と連携した食を核とする地域活性プロモーション

(4) コミニュケーション力の向上・体制構築

外部専門家を含むマーケティング戦略会議等

・実施主体 みやざきブランド推進本部（補助率 １／２以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「みやざき農業女子」元気活躍促進事業（地域農業推進課） ５百万円
地域農業で元気に活躍する女性からなる「みやざき農業女子推進会議（仮称）」を立ち上げ、

その自主的な活動を支援するとともに、みやざき農業女子の活躍を社会全体へ発信することに

よって、その存在感と農業の魅力を高め、みやざき農業女子の活躍を促進する。

(1) 農業女子ネットワーク強化事業

コアメンバーによる推進会議開催への支援

(2) 農業女子元気活躍支援事業

みやざき農業女子の自主的活動への支援

・実施主体 みやざき農業女子推進会議（補助率 定額）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新宮崎の６次化産地育成事業（地域農業推進課 連携推進室） ２６百万円
六次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定を受けた農業者について、計画どお

り国の支援が受けられるよう、ソフト・ハード両面から独自に支援し、「攻めの６次産業化」

を促進することによって、新たな地域産業と雇用創出を図る。

(1) ６次化ブラッシュアップ強化事業

新商品開発や販路開拓等への取組を支援

・実施主体 法認定者（補助率 ２／３以内）

(2) ６次化環境整備事業

加工・販売等の機械・施設等の整備を支援

・実施主体 法認定者（補助率 １／２以内）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○農地中間管理機構支援事業（地域農業推進課 連携推進室） １,０９４百万円
担い手への農地集積と集約化により本県農業の構造改革と生産コストの削減を強力に推進す

るため、農地中間管理機構（(公社)宮崎県農業振興公社）による農地流動化を着実に進め、優

良農地の円滑な継承とフル活用を図る。

(1) 農地中間管理機構事業

① 農地中間管理機構による農地の借入れに必要な賃料等及び草刈り等取扱農地の維持管理

に係る経費の支援

② 農地中間管理機構の運営及び農地中間管理事業の実施に要する経費等の支援

・実施主体 (公社)宮崎県農業振興公社（補助率 国７／１０ 県３／１０、定額）

(2) 機構集積協力金

農地中間管理機構に農地を提供する個人又は集落に対する協力金の交付

・実施主体 市町村（補助率 国定額）

(3) 農地集積・集約化の基礎業務への支援

農地法に基づく事務の適正実施及び農地の有効利用を図るための経費の支援

・実施主体 農業委員会等（補助率 国定額）

Ａ

Ｂ
Ｃ

地域内の分散・錯綜した農地利用

＜１枚のほ場 ３０ａ区画＞

担い手ごとに集約した農地利用

＜１枚のほ場 １ｈａ区画＞

農地の集積・集約化でコスト削減

農地の集約（イメージ）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新宮崎方式産地改革総合支援事業（営農支援課） ３７百万円
本県の儲かる農業を推進するため、県とＪＡとの緊密な連携により、これまでモデル事業と

して取り組んできた産地分析手法を活用した産地改革支援活動を県内全域の生産部会等に拡大

させるとともに、自ら課題を解決できる実践力を持った農業者と、産地や農業者の課題を適切

に判断し、的確な支援ができる指導者を育成することによって、産地力の向上と農業者の所得

向上を図る。

(1) 農家経営支援センター事業

① 産地改革支援活動事業

産地分析手法を活用した産地改革支援活動、経営コンサルの実施、経営革新プラン策定

支援

② 農業者研修体系化事業

農業者の発展段階に応じた体系的研修の実施

③ 指導力向上事業

県とＪＡが連携した新たな指導力向上研修等の実施

・実施主体 農家経営支援センター（負担率 １／２）

(2) 専門スタッフ設置事業

農業者の経営、技術支援及び指導員の資質向上対策の実施

・実施主体 農家経営支援センター（負担率 １０／１０）

(3) 普及指導員資質向上事業

普及指導員の資質向上、普及指導協力委員の設置

産
地
力
・農
業
者
所
得
の
向
上

課題解決に必要な体系的な研修の実施

事業継承期

農業者研修体系化事業産地改革支援活動事業

産地分析

経営計画策定経営コンサル

対象：生産部会等

普及指導員資質向上事業

相互参加

専門技術研修
品目別技術研修
経営指導力研修
など

青果物検査員研修
農業経営簿記資格
など

ＪＡ営農指導員県普及指導員

規模拡大期

研修・就農期

指導力向上事業

経
営
発
展
段
階

高度な技術・経営支援の
ノウハウ

県全域での取組モデル的な取組

県

豊富な農家情報・生産
部会支援体制

農家経営支援
センター

ＪＡ

本県独自の取組

技術・経営の一体的かつ総合的な実施

産地分析：マトリクス表などを用い農家個々や
産地の課題を分析。

生産部会等支援
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改みんなで実践みやざき食の安全・地産地消推進事業
（営農支援課 食の消費・安全推進室）１０百万円

「宮崎県食の安全・安心推進条例」の基本理念に基づき、県民、食品関連事業者、県等が協

働し、相互理解を深めながら、食の安全・安心の確保と食育・地産地消を一体的に推進するこ

とにより、宮崎県産の安全・安心な食の提供と県民の信頼確保を図る。

(1) 食の安全・安心確保推進事業

研修カリキュラムの構築、食品表示巡回調査・指導、食の安全・安心相談窓口の設置等

(2) みやざき食の安全・安心普及・啓発活動事業

地域リーダーの育成、県民参加型事業の実施等

・実施主体 県民会議（補助率 定額）

(3) みやざき食の安全・地産地消ネットワーク構築事業

直売所の魅力アップ、直売所間交流の促進、地場産物のＰＲとみやざき食の消費拡大等

・実施主体 県民会議等（補助率 定額）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新産地パワーアップ計画支援事業（農産園芸課） ２，５４０百万円
生産コストの削減や高収益な作付体系への転換、実需者ニーズに応じた生産など、地域にお

ける農産物の収益力向上に計画的に取り組む産地の生産体制強化や集出荷機能の改善に向けた

取組を支援する。

(1) 施設整備・生産支援事業

生産技術高度化施設、集出荷貯蔵施設の整備やハウス資材等の導入支援

・実施主体 市町村、農業者の組織する団体等（補助率 １／２以内）

(2) 効果増進事業

計画策定、導入実証等への支援

・実施主体 県農業再生協議会、地域農業再生協議会（補助率 １／２以内）

県
県全体の事業計画の策定

再生協議会
産地パワーアップ計画の策定

計
画
作
成

計
画
認
定助成金

取組の中心となる
農業者等を計画に
明記

効率的・高収益な生産出荷体制を実現！

計画に位置づけられた
意欲ある農業者等

施設整備等による生産体制の強化
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新宮崎オリジナル水田フル活用支援事業（農産園芸課） ２６百万円
消費減退を背景とした米価下落、ＴＰＰ交渉の大筋合意、平成３０年以降の「米政策の見直

し」など米を取り巻く環境の変化に的確に対応するため、主食用米と加工用米や飼料用米等の

戦略作物を組み合わせた生産の効率化により、優れた生産装置である水田をフル活用した生産

性の高い水田農業経営の確立を図る。

(1) 宮崎米ランクアップ推進事業

「特Ａ」取得や差別化商品づくりなど宮崎米の価値を向上させる取組を支援

・実施主体 ＪＡ、生産集団等、産米改良協会、経済連（補助率 １／２以内、定額）

(2) 宮崎戦略作物安定生産体制整備事業

加工用米・飼料用米の生産拡大、定着に向けた課題解決への支援

・実施主体 産米改良協会（補助率 定額）

(3) 「大地に絵を描く」高効率生産集団支援事業

主食用米と加工用米や飼料用米を組み合わせた経営の効率化に必要な機械・施設等の整備

を支援

・実施主体 生産集団等（補助率 １／３以内）

○新藻場・干潟等の保全による沿岸漁場の回復支援事業（水産政策課 漁業・資源管理室）
７百万円

漁業の担い手の減少や高齢化により、水産生物の拠り所となる藻場や干潟の管理が困難とな

る中、漁場環境の悪化や生産力の低下を防止するため、漁業者による漁場環境保全活動を支援

し、沿岸水産物の増産を図る。

(1) 沿岸漁場の回復活動支援事業

漁業者等で構成された活動組織が行う、漁場環境保

全活動（藻場・干潟の保全活動、河川・海岸・海底等

の清掃活動等）を支援

・実施主体 宮崎県藻場干潟等保全地域協議会

（補助率 県１／４以内）

(2) 市町村推進事務費

市町村管内の活動組織が行う漁場環境保全活動の円

滑な推進を支援

・実施主体 市町村（補助率 国定額）

宮崎米ランクアップ推進事業 「大地に絵を描く」高効率生産集団支援事業

主食用米

加工用米

飼料用米

加工用米・飼料用米の収量向上の実証

宮崎戦略作物安定生産体制整備事業

加工用米・飼料用米の低コスト栽培技術の実証・導入

加工用米・飼料用米の多収性品種の導入促進

飼料用米種子の県内採種体制の整備

藻場保全活動（ウニ除去）
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新「海の天気図」でつくる新しい漁業創生事業（漁村振興課） ７２百万円
水産試験場が開発した本県オリジナルの海況情報「海の天気図」の高度化を図るとともに、

漁協が中心となった雇用創出のための受け皿整備を支援し、儲かる漁業の実現と浜の活力強化

による新たな漁業スタイルを構築する。

(1) 儲かる漁業実現のための「海の天気図」高度化事業

海洋短波レーダー等を活用した漁業情報サービスの高度化に向けた調査

(2) 浜の活力を結集した漁村移住・定着化促進事業

漁協等が行う雇用創出を伴う漁業の起業を支援

・実施主体 漁協等（補助率 １／２以内）

勘と経験
漁獲や収益
の結果

操業や水揚
の判断

海況等の
目の前の事象

どの漁場に行くか？
どこに出荷するか？

：

ベテラン漁業者のノウハウなど、各人が蓄積してきた情報を限られた範囲で利用

■ いままで （各人が長期間かけて情報を蓄積し利用する「勘と経験」頼りの漁業）

■ これから （新たな操業スタイルを実践する漁業者育成と浜の力による構造改革）

共有化、活用
が困難

★新たな漁業経営モデルの
創出と普及

①「海の天気図」を活用した計画的操
業と戦略的な漁業経営を実践できる
「ひと」づくり
②収益性の高い漁業経営体の育成

★新規就業者の定着による
漁村活性化

①業界自らが総力を結集し、就業者を
受け止める「しごと」づくり
②「海の天気図」を使いこなす技能を
身に付け、定着する「ひと」づくり

「海の天気図」を活用した
新しい漁業スタイルによる漁村活性化

「海の天気図」を活用した新しい漁業スタイルの構築
～新たな操業スタイルを実践するひとづくり・しごとづくり～

「海の天気図」

○操業支援情報の提供

（水温、流況、波浪等）

○ICT利用の担い手育成

「浜の力」

○漁協による雇用型漁業起業

○「海の天気図」活用教育

○沿岸漁業スタイルの変革

「漁業情報
データベース」

○漁業関連データの集積
と高度利用

情報の活用

収益性改善
実証データの
提供

情報の充実

一人前の漁師
へのハードル
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○改全共３連覇を目指す「チーム宮崎」体制確立事業（畜産振興課） ５０百万円
平成２９年に宮城県で開催される第１１回全国和牛能力共進会において、３連覇を達成する

ため、県推進協議会を中心に「チーム宮崎」として生産者、関係団体等が一丸となり、最高の

和牛を出品するための体制を確立する。

(1) チーム宮崎づくり対策

出品対策の企画推進、チームによる巡回指導調査を支援

・実施主体 第１１回全国和牛能力共進会宮崎県推進協議会（補助率 １／２以内）

(2) 出品候補牛ブラッシュアップ対策

出品候補牛の確保支援

・実施主体 第１１回全国和牛能力共進会宮崎県推進協議会（補助率 定額）

(3) ３連覇気運醸成対策

地域集合検査会や出品対策共進会の開催を支援

・実施主体 第１１回全国和牛能力共進会宮崎県推進協議会（補助率 １／２以内）

(4) 事前調査等推進事務費

出品牛の輸送時の体重変化や水の確保のための事前調査等を実施

・出品対策企画推進
・チーム巡回調査指導

・出品候補牛確保対策

・出品牛選定のための地
域集合検査会の開催

・本大会に向けた対策共
進会の実施

○本大会への出場対策

３大会連続日本一獲得で本県肉用牛や、口蹄疫以降
造成された新規種雄牛の能力の高さを証明

宮崎牛のブランド力の向上

２０２０年東京オリンピック・パラリンピックにおいて、
国内外に向けて日本一の和牛であることを発信

子牛評価の高まりによる生産者の意欲向上

「宮崎牛」の生産基盤の強化

国内外における宮崎牛の販路拡大

ゆるぎない生産基盤
ゆるぎないブランド力

３連覇達成に向けた対策

全
国
和
牛
能
力
共
進
会
宮
崎
県
推
進
協
議
会

【チ
ー
ム
宮
崎
】

チーム宮崎づくり

出品候補牛
ブラッシュアップ

３連覇気運醸成

日
本
一
の
努
力
と
準
備

第９回、第１０回全国和牛能力共進会において、前人未到の日本一２連覇を達成
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○建設産業経営基盤強化等支援事業（管理課） １９３百万円
建設業者の経営基盤の強化等を図るため、中小企業診断士等による経営相談や、建設業者が

取り組む新分野進出への支援を行うとともに、県建設事業協同組合等を通じた金融支援等を行

う。

(1) 経営相談による支援

経営相談窓口の設置や訪問相談の実施により、建設業者等が抱える経営上の課題に対応す

るとともに、新分野に進出した建設業者等に対する指導・助言などのフォローアップを行い、

事業の定着化を支援する。

(2) 新分野進出支援

建設業に軸足を置きながら新分野進出に取り組む企業の初期経費の一部等を助成する。

・実施主体 建設業者（補助率 １／２）

(3) 県建設事業協同組合等への融資

県建設事業協同組合が実施する転貸融資や共同購入事業、県測量設計事業協同組合が実施

する転貸融資の資金原資について貸付を行う。
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○新みやざきの建設産業担い手育成支援強化事業（管理課） ２２百万円
社会資本の整備や老朽化対策、防災・減災への対応など県民の安全・安心な生活を支える建

設産業における担い手の育成等を図るため、若年者の建設技術・技能資格の取得や入職者確保

対策に取り組む建設業者等を支援する。

(1) 若年者の建設技術・技能資格取得への支援

(公財)宮崎県建設技術推進機構に委託し、若年者の建設技術・技能資格取得に取り組む建

設業者等を支援する。

(2) 若年入職者等の確保・定着支援

(一社)宮崎県建設業協会に委託し、若年入職者の確保・定着化に向けて、建設業者等が連

携して職場実習や集合研修等を実施する取組への支援を行う。

【事業フロー図】

(1) 若年者の建設技術・技能資格取得への支援

(2) 若年入職者等の確保・定着支援

県
宮崎県建設技術推進機構
・補助金の募集、審査、支出

建設業者等業務委託 補 助

※資格取得に要する経費（受験
料等）の１／２以内を補助
（上限１人あたり５万円）

県

宮崎県建設業協会

・雇用支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
の設置

・期間雇用を行う企業の
募集

・集合研修の企画実施

・企業実習の進捗管理

Ａ建設企業
・企業実習
（期間雇用）

Ｂ建設企業
・企業実習
（期間雇用）

Ｃ建設企業
・企業実習
（期間雇用）

若

年

者

業務委託

事業計画・
報告の提出

雇用・訓練

雇用・訓練

雇用・訓練

再委託（※募集）

※期間雇用者の人件費・研修に
要する経費の１／２以内を助成

正
規
雇
用
化

＝
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③ 物流ネットワークの充実

○宮崎県物流競争力強化事業（総合交通課） ３７百万円
陸上トラック輸送等から県内港発着の海上定期航路又は貨物駅（延岡駅・南延岡駅）発着の

貨物列車にシフトした貨物や、企業立地等により新たに発生した貨物で、これらの輸送機関を

利用するものに対して補助を行うことにより、荷寄せを促進する。

また、本県港湾では慢性的に輸出で使用するコンテナが不足していることが、競争力の低下

に繋がっているため、コンテナ調達の円滑化を図ることにより、本県港湾の競争力強化に繋げ

る。

(1) 物流競争力強化事業

① 補助対象者 荷主及び運送事業者

② 補 助 額 事業期間（12か月間）に輸送した対象貨物（新規貨物・増加貨物）の量に

応じた額（上限1,000万円）

③ 参考（補助の例）

・トラック輸送から、県内港発着の定期航路を利用する海上輸送にシフトした場合

・トラック輸送から、県内貨物駅発着の貨物列車にシフトした場合

・県外港利用による海上輸送から、県内港発着の定期航路にシフトした場合

・新たに本県に立地した企業が県内港発着の定期航路を利用する海上輸送を行った場合

・県内港発着の定期航路で海上輸送している企業が、輸送量を増加させた場合

(2) 国際物流強化モデル事業

① 補助対象者 船会社（外貿航路（内航フィーダー航路等含む））

② 補 助 額 事業期間（12か月間）の輸移入コンテナ（空コンテナを含む）取扱いの新

規・増加量に応じた額（１社あたり、上限100万円）

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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○改宮崎県長距離フェリー航路利用活性化支援事業（総合交通課） ７百万円
本県と関西圏を直接結ぶ唯一の長距離フェリー航路の維持・充実を図るため、宮崎市等と連

携して、航路の利用促進及びＰＲ支援等を目的とする宮崎県長距離フェリー航路利用促進協議

会が行う事業に対して補助を行う。

・実施主体 宮崎県長距離フェリー航路利用促進協議会（補助率 １／３以内）

(1) 団体利用促進事業

本県発着の10名以上の団体客に対して補助を行う。

(2) 長距離フェリー航路ＰＲ支援事業

① 中学校・高校の教諭を対象とした修学旅行モニターツアー

に要する経費へ補助を行う。

② 旅行関係者を対象としたモニターツアーに要する経費へ

補助を行う。

○南九州新時代青果物安定物流対策事業（農政企画課 ブランド・流通対策室）
３百万円

関東・関西など遠隔地に向けた青果物の安定的輸送体制を構築するため、荷主となる県内の

ＪＡ、市場、農業法人との連携とともに、隣県との連携も模索しながら、合理的な輸送体制を

検討する。

(1) 幹線輸送等シミュレーションによる課題整理

輸送時間、品質に与える影響や輸送コスト等を調査・

分析

(2) 県内青果物の集約に係る課題整理

県内拠点への集約・輸送の実証試験の実施

(3) 幹線輸送体制の整備

横持ち輸送、荷役作業の効率化図るために必要な資材

の導入

・実施主体 事業協議会（補助率 １／２）

検討事例

細島港

宮崎港、宮崎空港

国内大消費地への輸送

2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり
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2(1) みやざき新時代チャレンジ産業づくり

○高速道路整備・利活用促進 １，９１６百万円
○改高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業（高速道対策局） ６百万円
高速道路のスマートＩＣ、ＳＡ、ＰＡ等の施設情報やストック効果等のＰＲを行い、より

一層の利活用促進を図るとともに、さらなる整備促進に向けた県民の気運を醸成する。

○直轄高速自動車国道事業負担金（高速道対策局） １，９１０百万円
国が実施する東九州自動車道における直轄高速自動車国道事業（新直轄事業）の整備に要

する事業費の一部を負担し、当路線の整備促進を図る。


